
東近江市認知症高齢者見守りＱＲシール交付事業実施要綱

（目的）

第１条 この要綱は、見守りＱＲシールを活用した連絡体制を整備することによって、

認知症高齢者の行方不明発生時における早期の発見及び保護並びに地域の見守り支

援を充実させることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において「認知症高齢者」とは、認知機能の低下により徘徊のおそ
はいかい

れのある高齢者をいう。

２ この要綱において「見守りＱＲシール」とは、携帯電話等で読み取ることで、あ

らかじめ登録してある認知症高齢者の登録番号及び公的な連絡先を表示できる２次

元コードを印刷したシールをいう。

（交付対象者）

第３条 見守りＱＲシールを交付する対象となる者（以下「交付対象者」という。）

は、市内に居住する者であって、次のいずれかに該当するものとする。

(1) おおむね６５歳以上の認知症高齢者

(2) 前号に掲げる者のほか、市長が特に必要と認める者

（交付対象品目）

第４条 交付対象品目は、見守りＱＲシール１０枚とする。

（交付申請）

第５条 この事業を利用しようとする交付対象者、その家族若しくは成年後見人（以

下「家族等」という。）又は市長が特に申請を認める者（以下「申請者」という。）

は、認知症高齢者見守りＱＲシール交付事業利用申請書（様式第１号）及び認知症

高齢者見守りＱＲシール交付事業見守り台帳（様式第２号。以下「見守り台帳」と

いう。）を市長に提出するものとする。

２ 申請者は、緊急連絡先となる家族等を２人以上確保するよう努めなければならな

い。

（交付決定）

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、申請内容に基づき、その実

態及び必要性を調査し、交付の適否を決定するものとする。

２ 市長は、前項の規定により交付を決定したときは、申請者にＱＲシールを交付す

るものとする。

３ 前項の規定により交付を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、受領書（様

式第３号）に必要事項を記載して市長に提出するものとする。



４ 市長は、第１項の規定により交付を決定したときは、交付決定者の情報を見守り

台帳に登録するとともに、交付決定者の登録番号、氏名、生年月日、住所、顔写真

及び緊急連絡先（交付決定者との関係は除く。以下同じ。）を東近江警察署に情報

提供するものとする。

（交付期間）

第７条 ＱＲシールの交付期間は、交付の日から交付日の属する会計年度の末日まで

とする。ただし、期間満了日において第３条に定める要件に変更がない限り、引き

続き１年間延長するものとする。

（費用の負担）

第８条 ＱＲシールを交付する際に要する費用及びデータ管理に要する費用は、市の

負担とする。

（追加交付）

第９条 交付決定者は、第７条の交付期間内においては、ＱＲシールの追加交付をす

ることができない。この場合において、市長は、必要な場合には、実費での購入方

法を案内するものとする。

２ 交付決定者は、交付期間満了後に追加交付を受けようとするときは、第５条の申

請書により市長に申請するものとする。

３ 第６条の規定は、前項の申請に対する交付決定について準用する。

（届出義務）

第１０条 交付決定者は、第５条の申請書及び台帳の記載事項に変更が生じた場合に

は、認知症高齢者見守りＱＲシール交付事業登録・利用変更届出書（様式第４号）

を市長に提出しなければならない。

（利用者の責務）

第１１条 交付決定者は、交付を受けたＱＲシールについて責任をもって管理するも

のとし、この目的に反して使用し、譲渡し、交換し、又は貸与してはならない。

（関係機関との連携）

第１３条 市は、東近江警察署、東近江消防署、民生委員、児童委員等の関係機関と

十分な連携を保ち、事業の円滑な運営に努めるものとする。

（その他）

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この告示は、平成３１年３月５日から施行する。


